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警察庁より平成20年中の自殺者数の発表があった。11
年連続して自殺者数が 3 万人を超えることが確実になっ

た。特に世界同時不況が深刻となった10月には 3 千人を

超え最も多い月となった。政府・地方自治体は色々な自

殺対策を講じているところであるが，残念ながら減少に

は結びついていない。対策を凌駕する勢いで状況が悪化

しているという現状である。セーフティネットも機能不

全の状態にある。不況は他国も経験しているが，イタリ

アでは日本ほど自殺死亡率の大きな変化を示したことは

なかった。ハンガリーは日本の数倍高い自殺率であった

が，現在は日本の水準に近づきつつある。共産主義時代

が終わり，政治的・社会的に自由になったことの影響が

大きかったようだ。経済的困窮の影響は大きいとして

も，将来に希望を見いだせない絶望的な状況こそが真の

問題といえそうだ。その意味で，政治家・行政官・学者

が協力して未来を見据えた戦略的政策を策定遂行する必

要がある。世界規模での環境問題が深刻化している中，

環境負荷の少ない産業がさらにスピード感をもって発展

するよう補助金を活用して，結果として雇用確保に結び

付ける必要があるし，介護・保健・医療分野の労働環境

の改善により定着率を高めることも必要である。全てに

財源が絡むがプロセスを含めて透明性を高め国民の納得

できる形で雇用と希望を創出したいものである。

（坂田清美）


